
私立大学図書館協会研究助成規程(案) 

 

（昭和４１年 ５月２５日 制   定） 

（平成 ７年 ８月 ２日 一部改正） 

（平成１８年 ９月 ７日 一部改正） 

（２０１０年 ９月 ９日 一部改正） 

  

 

（目  的） 

第１条 この規程は本協会加盟校の図書館員の研究、調査を促進し、本協会の使命達成に        

資することを目的とする。 

 

（助成の種類） 

第２条 研究助成は、研究費の補助及び貸与（以下「助成」という。）の二種とする。 

 

（助成の範囲） 

第３条 助成は、以下の各号に対して行う。 

  (1) 大学図書館に関する理論又は実際についての研究、調査及びその成果の発表 

(2) 本協会が指定した課題についての研究、調査及びその成果の発表 

 

（申込資格） 

第４条 助成の申込資格は、次の通りとする。 

(1) 個人研究 

(2) 共同研究 共同研究の代表者 

(3) 機関研究 一大学図書館又は複数大学図書館による共同研究にあっては、 

代表館館長 

(4) 課題研究 課題研究の代表者 

 

(5) 海外図書館事情調査 個人又はグループの代表者 

（申込方法） 

第５条 前条の申込みは、別に定める申込書に所要事項を記入し、署名捺印のうえ、所属

図書館長を経て会長校に提出するものとする。 

 

（決定の方法） 

第６条 前条の申込みがあったときは、役員会が、この規程に定める研究助成委員会（以

下「委員会」という。） に諮って、補助又は貸与を決定し、会長校が申込者の所属図書



館長を通じて通知する。 

 

（助 成 金） 

第７条 助成金は、研究に直接必要な経費とし、その交付は助成決定後所属図書館長を通

じて行い、研究の完成後精算するものとする。 

 

第８条 貸与金の返済は、無利子、５年以内とし、役員会が指定する。ただし、役員会が

やむを得ない事情があると認めたときは、その返済額の一部又は全部を免除することが

できる。 

 

（研究計画の変更） 

第９条 助成決定後、申込者がその計画を変更するときは、所属図書館長を経て会長校に

計画変更届を提出し、役員会の承認を受けなければならない。 

 

（研究成果の発表） 

第 10条 第４条に規定する申込者のうち、第１号及び第２号の場合は、研究終了後、所属

図書館長を経て会長校に、また、第３号及び第４号の場合は直接会長校に１か月以内に

報告し、その研究成果を本協会研究大会又は本協会機関誌に発表しなければならない。 

ただし、その他による公表をもって、これに代えることができる。 

 

（助成の取消し） 

第 11条 申込者が、次の各号の１に該当するときは、役員会は委員会に諮って、助成金の

一部又は全部を返還させるものとする。 

(1) 申込者が助成による研究を中止したとき。 

(2) 申込者に助成による研究遂行の見込みがなくなったと認められるとき。 

(3) 申込者が助成の条件に違背したとき。 

 

（会  計） 

第 12条 この規程による助成を行うために、本協会に研究助成特別会計（以下「特別会計」

という。）を設ける。 

 

第 13条 特別会計の収支は、次の通りとする。 

(1) 収入は、篤志による指定寄付をもってこれに充てる。ただし、一般会計からの

繰入金をもって補うことができる。 

(2) 返済又は返還された助成金は、特別会計に戻入れるものとする。 

(3) 支出は助成金に限り、その他の費用は一般会計から支出するものとする。 

 



（委 員 会） 

第 14条 委員会は、助成に関し、役員会の諮問を受けて審議し、その結果を答申するもの

とする。 

 

第 15条 委員会の委員は、加盟校の図書館員の中から、役員会が次の４部門における学識

経験者８名を推薦し、会長校が所属図書館長の承認を得て委嘱する。 

(1) 大学図書館の管理・運営 

(2) 大学図書館の図書館技術 

(3) 大学図書館の利用・奉仕 

(4) 大学図書館の基礎的研究 

２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が任期の途中で退任した場合、

後任者の任期は前任者の残任期間とする。 

 

第 16条 役員会において必要があると認めたときは、委員会に臨時委員若干名を加えるこ

とができる。 

２ 前項の委員は、役員会が加盟校の図書館員の中から推薦し、会長校が所属図書館長の

承認を得て委嘱する。 

３ 前項の委員の任期は、委嘱された事項が終了するまでの期間とする。 

 

第 17条 委員会の運営に関する事項については、私立大学図書館協会協会賞授与規程を準

用する。 

  

附     則 

１ 昭和 41 年度の委員の任期は、第 15条２の規程に拘らず、１年とする。 

２ 本規程は、昭和 41年５月 25 日より施行する。 

３ 本規程の改正は、平成８年４月１日から施行する。 

 

附則（第 3 条、第 4条、第 10条改正） 

  本規程の改正は、平成 18年 4 月 1日から施行する。 

 

  

附則（第 4条改正） 

 
本規程の改正は、2010年 4 月 1日から施行する。 


